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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 11,762 ― 194 ― 144 ― 115 ―

20年3月期第1四半期 8,237 △24.2 83 △57.4 △25 ― △71 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 0.39 0.34
20年3月期第1四半期 △0.26 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 22,016 4,903 21.9 7.89
20年3月期 21,339 4,578 21.1 6.80

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  4,822百万円 20年3月期  4,501百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― ― ― ― ―

21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ― ― ― ―

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  

当社は平成20年10月１日付で単独株式移転により完全親会社「住石ホールディングス株式会社」を設立する予定であり、通期の予想は住石ホールディングス株式会社
の連結業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）であります。  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 29,000 26.2 500 43.2 400 52.3 200 ― 0.68
通期 66,000 43.1 1,100 37.2 700 22.5 500 ― 1.70

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他を御覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他を御覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．平成20年５月15日に公表いたしました連結業績予想は、第２四半期連結累計期間、通期とも本資料において修正しております。 
２．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等について、及び上記１に係る業績予
想の具体的修正内容は、２ページ【定性的情報・財務諸表】３．連結業績予想に関する定性的情報をご覧ください。 
３．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 平成19年３月14日）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第14号 平成19年３月14日）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  294,429,958株 20年3月期  294,429,958株

② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  132,056株 20年3月期  131,593株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期  294,298,080株 20年3月期第1四半期  276,925,844株



定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

当第１四半期における我が国の経済は、原燃料価格の一段の上昇や米国景気回復の遅れなどを背景に企業の設備投

資や個人消費の伸びが鈍化するなど、景気は減速感を強めました。　

当社グループを取り巻く事業環境につきましては、公共工事の縮小などを背景とした分野では厳しい状況となった

ものの、全般としては概ね順調に推移しました。　

当第１四半期連結累計期間の売上高は117億６千２百万円となり、前年同期に比べ35億２千４百万円の増収となりま

した。販売数量の増加及び石炭価格の上昇による石炭事業部門での増収が主な要因です。　

収益面では、増収を主因として営業利益１億９千４百万円（前年同期比１億１千万円増加）、経常利益１億４千４

百万円（前年同期比１億７千万円増加）、四半期純利益１億１千５百万円（前年同期比１億８千７百万円増加）とな

りました。　

２．連結財政状態に関する定性的情報

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、たな卸資産や時価評価による投資有価証券の増加などから前連結会計年

度末に比べて６億７千７百万円増加し、220億１千６百万円となりました。　

総負債は、仕入債務及び短期借入金の増加などにより前連結会計年度末に比べて３億５千３百万円増加し、171億１

千３百万円となりました。　

純資産は、四半期純利益の計上及びその他有価証券評価差額金の増加などから前連結会計年度末に比べて３億２千

４百万円増加し49億３百万円となり、自己資本比率は21.9%となりました。　

３．連結業績予想に関する定性的情報

　当第1四半期連結累計期間は概ね期初の計画通りに推移しましたが、連結子会社の株式譲渡に伴い特別損失の発生が

見込まれることから、第２四半期累計期間及び通期の当期純利益を下方修正しております。一方、石炭価格が期初の

予想より上昇していることを主な要因として第２四半期累計期間及び通期の売上高をそれぞれ上方修正しております。

詳細につきましては本日発表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。

なお、当社は平成20年10月１日付で単独株式移転により完全親会社「住石ホールディングス株式会社」を設立する

予定であり、通期の予想は住石ホールディングス株式会社の連結業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

であります。　
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４．その他
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

該当事項はありません。　

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

① 簡便な会計処理

繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・

プランニングを利用する方法によっております。

② 四半期連結財務諸表作成に特有の会計処理

該当事項はありません。

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

①「四半期財務諸表に関する会計基準」等の適用

　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　平成19年３月14日）及び「四

半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号　平成19年３月14日）を適用しており

ます。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

②「棚卸資産の評価に関する会計基準」等の適用

　たな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法及び総平均法による低価法によっておりましたが、

当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）

が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）により算定しております。これに伴う営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える

影響はありません。

③「リース取引に関する会計基準」等の適用　

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理よっており

ましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、

平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６

年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４月１日以降開始する

連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、当第１四半期連結会計

期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。これに伴う営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はあり

ません。
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 965 1,307

受取手形及び売掛金 4,923 4,886

商品 1,957 1,397

製品 206 184

原材料 16 19

仕掛品 128 112

半成工事 616 591

貯蔵品 20 8

繰延税金資産 259 259

その他 668 591

貸倒引当金 △15 △23

流動資産合計 9,749 9,337

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 982 998

機械装置及び運搬具（純額） 335 379

土地 5,836 5,843

建設仮勘定 10 5

その他（純額） 48 51

有形固定資産合計 7,213 7,277

無形固定資産   

その他 72 69

無形固定資産合計 72 69

投資その他の資産   

投資有価証券 4,722 4,392

長期貸付金 3 6

その他 750 725

貸倒引当金 △494 △469

投資その他の資産合計 4,981 4,654

固定資産合計 12,267 12,002

資産合計 22,016 21,339

2008/07/31 16:30:32

- 1 -



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,064 3,920

短期借入金 8,092 7,768

未払法人税等 5 14

引当金 43 68

その他 1,251 1,411

流動負債合計 13,457 13,184

固定負債   

長期借入金 2,009 2,053

繰延税金負債 578 442

再評価に係る繰延税金負債 398 398

長期預り金 226 238

退職給付引当金 380 374

その他 61 67

固定負債合計 3,655 3,575

負債合計 17,113 16,760

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,462 3,462

利益剰余金 787 672

自己株式 △20 △20

株主資本合計 4,229 4,114

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 867 662

繰延ヘッジ損益 1 1

土地再評価差額金 △276 △277

評価・換算差額等合計 592 387

少数株主持分 80 77

純資産合計 4,903 4,578

負債純資産合計 22,016 21,339

2008/07/31 16:30:32
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（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

売上高 11,762

売上原価 10,998

売上総利益 764

販売費及び一般管理費 570

営業利益 194

営業外収益  

受取利息 0

受取配当金 22

持分法による投資利益 6

固定資産賃貸料 17

その他 28

営業外収益合計 76

営業外費用  

支払利息 67

手形売却損 11

その他 46

営業外費用合計 125

経常利益 144

特別利益  

前期損益修正益 3

固定資産売却益 0

貸倒引当金戻入額 11

特別利益合計 15

特別損失  

前期損益修正損 0

固定資産除売却損 0

減損損失 39

特別損失合計 39

税金等調整前四半期純利益 120

法人税、住民税及び事業税 2

法人税等調整額 △1

法人税等合計 1

少数株主利益 3

四半期純利益 115

2008/07/31 16:30:32
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　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　平成19年３月14日）及び「四半

期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号　平成19年３月14日）を適用しております。

また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

（３）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。
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「参考資料」

前四半期にかかる財務諸表

（要約）四半期連結損益計算書

前第１四半期連結累計期間（平成19年４月１日～６月30日）

科目

前年同四半期
（平成20年３月期
第１四半期）

金額（百万円）

Ⅰ　売上高 8,237

Ⅱ　売上原価 7,610

売上総利益 626

Ⅲ　販売費及び一般管理費 543

営業利益 83

Ⅳ　営業外収益 78

受取利息 0

受取配当金 21

その他の営業外収益 56

Ⅴ　営業外費用 187

支払利息 79

持分法による投資損失 14

その他の営業外費用 93

経常損失（△） △25

Ⅵ　特別利益 53

Ⅶ　特別損失 94

税金等調整前四半期純損失（△） △66

法人税、住民税及び事業税 6

法人税等調整額 △2

少数株主利益 0

四半期純損失（△） △71
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